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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．純資産額の算定にあたり、第109期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しておりま

す。 

 

回次 第108期中 第109期中 第110期中 第108期 第109期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 百万円 10,425 12,288 11,954 21,418 23,245 

経常利益 百万円 341 384 420 481 473 

中間（当期）純利益 百万円 222 206 257 302 321 

純資産額 百万円 8,709 9,068 9,310 8,982 9,144 

総資産額 百万円 16,850 17,688 17,514 17,247 17,404 

１株当たり純資産額 円 584.29 603.45 619.63 601.17 608.38 

１株当たり中間（当期）純
利益金額 

円 14.92 13.81 17.26 18.65 21.52 

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益金額 

円 － － － － － 

自己資本比率 ％ 51.7 50.8 52.7 52.1 52.1 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

百万円 △173 772 931 710 1,035 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

百万円 △649 △528 △581 △2,408 △626 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

百万円 △47 △334 △47 193 △381 

現金及び現金同等物の中間
期末(期末)残高 

百万円 1,484 757 1,178 847 875 

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕 

人 
794 

〔153〕 
851

〔142〕 
872

〔140〕 
812 

〔156〕 
851 

〔141〕 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．「1株当たり純資産額」、「1株当たり中間(当期)純利益金額」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金

額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

２【事業の内容】 
 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 
 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 
(1)連結会社の状況 

 （注）１．セグメント別人員は、作業の共通性が高く作業量の繁閑に応じて流動的に配置替えをするため、算出が困難でありま

す。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2)提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

回次 第108期中 第109期中 第110期中 第108期 第109期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 百万円 10,406 12,271 11,952 21,379 23,213 

経常利益 百万円 264 356 365 359 401 

中間（当期）純利益 百万円 183 201 222 243 336 

資本金 千円 747,500 747,500 747,500 747,500 747,500 

発行済株式総数 千株 14,950 14,950 14,950 14,950 14,950 

純資産額 百万円 8,497 8,741 8,932 8,731 8,818 

総資産額 百万円 16,492 17,255 17,070 16,834 16,976 

１株当たり配当額 円 3.00 3.00 3.00 6.00 6.00 

自己資本比率 ％ 51.5 50.7 52.3 51.9 51.9 

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕 

人 
619 
〔34〕 

628
〔33〕 

632
〔32〕 

617 
〔36〕 

619 
〔33〕 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 872〔140〕 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 632〔32〕 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間の国内経済は、原油や原材料の価格上昇があったものの堅調な企業収益の回復による設備投資の増加など

で概ね回復基調でありましたが、米国のサブプライムローン問題や為替の急激な変動もあり、先行き不透明感が強まってまいり

ました。このような経済環境の中、当社グループにおきましては、新規顧客の開拓、顧客と一体となった新製品の開発、品質・

納期での信頼性向上活動を積極的に展開し、受注確保を図り、顧客満足度の向上と業績の改善に努めてまいりました。 

その結果、売上高は、モータ部門は増加いたしましたが、発電機部門での北米市場在庫調整による減少等が響き119億54百万

円と前中間連結会計期間(122億88百万円)比3億34百万円(△2.7%)の減収となりました。経常利益につきましては、原材料価格の

高騰のなか、グループあげての原価低減・JIT改革推進などコスト低減に努めた結果、4億20百万円と前中間連結会計期間（3億

84百万円）比36百万円（9.4%）の増加となりました。中間純利益につきましては、2億57百万円と前中間連結会計期間(2億6百万

円)比51百万円(24.9%)の増益となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次の通りであります。 

  

電装品部門 

船外機用は米国市場の好調により伸張しましたが、スノーモービル用およびＡＴＶ用の北米市場降雪不足・原油高騰の影

響による減少が響き、電装品全体では70億35百万円と前中間連結会計期間(71億91百万円)比1億56百万円(△2.2%)の減収とな

りました。 

発電機部門 

主力の発動発電機が北米市場での在庫調整が長期化したことにより、発電機全体では7億92百万円と前中間連結会計期間

(18億99百万円)比11億7百万円(△58.3 %)の大幅減収となりました。 

モータ部門 

四輪車搭載パワーステアリング用モータの増加により、モータ全体では41億27百万円と前中間連結会計期間(31億98百万

円)比9億29百万円( 29.0%)の増収となりました。 

  

 所在地別セグメントの業績につきましては、当中間連結会計期間において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社は

ありませんので、記載を省略しております。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は11億78百万円となり、前中間連結会計期間末比4億21百万円の増加とな

りました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

①営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益4億7百万円、減価償却費5億79百万円を計上する一方、仕

入債務2億50百万円増加等がありました。この結果、キャッシュ・フローは9億31百万円となり、前中間連結会計期間末比1億

59百万円の収入増加となりました。 

②投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に電装品生産設備のライン構築および車載用モータ生産設備への設備投資等によ

るものです。この結果、キャッシュ・フローは５億81百万円となり、前中間連結会計期間末比53百万円の支出増加となりまし

た。 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、主に配当金の支払い42百万円によるものであります。この結果、キャッシュ・フ

ローは47百万円となり、前中間連結会計期間末比2億87百万円の支出減少となりました。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該総販売実績の総販売実績に対す

る割合は、次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

 

事業の種類別セグメント 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

電装品 7,005 97.2 

発電機 800 42.4 

モータ 4,165 128.9 

合計 11,970 97.1 

事業の種類別セグメント 受注高（百万円） 前年同期比（％）
受注残高
（百万円） 

前年同期比（％）

電装品 6,877 95.7 3,205 97.0 

発電機 690 60.0 356 105.1 

モータ 4,220 121.4 2,181 122.7 

合計 11,787 99.8 5,742 106.0 

事業の種類別セグメント 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

電装品 7,035 97.8 

発電機 792 41.7 

モータ 4,127 129.0 

合計 11,954 97.3 

  相手先 

前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

  (株)日立製作所 2,048 16.7 3,059 25.6

  
  

スズキ(株) 2,415 19.7 2,043 17.1

  長田通商(株) 1,684 13.7 730 6.1



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、前期事業年度末に比べ重要

な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 研究開発活動は、当社(提出会社)で行っており、連結子会社においては行っておりません。 

 当中間連結会計期間における研究開発費は 176百万円（売上高比1.5%）であり、各事業部門に配分できない研究開発費13百万

円が含まれております。 

 事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりであります。 

  

（電装品部門） 

 内燃機関の排気ガス規制対策・燃費改善・高性能化に対応して、当社コア・コンピタンスの高効率・高出力ＡＣＧ・レギュ

レータ、点火・燃料噴射システムの改良を続け、二輪車・ＡＴＶ・雪上車・船外機・汎用エンジン用充電システム、制御システ

ムの開発、量産化を進めております。 

 なお、当事業に係る研究開発費は122百万円(セグメント売上高比1.7%)であります。 

  

（発電機部門） 

 省エネルギー・小型・高効率・静音化を目的に、当社コア・コンピタンスの永久磁石発電機をベースとした「インバータ高品

位発電機」の開発拡販中であります。 

 なお、当事業に係る研究開発費は7百万円(セグメント売上高比0.9%)であります。 

  

（モータ部門） 

 二輪車・バギー車・雪上車向けに、耐振・耐圧・対塵性に優れたモータとして、各種アクチュエータモータを開発拡販中であ

ります。 

 また、車輌用として前述の特徴に搭載性の利便さを加えた小型ＡＢＳモータ、車輌補機の電動化による省エネルギー化を目的

に、小型・高出力・低コギングのEPSモータを開発中であります。 

 なお、当事業に係る研究開発費は34百万円(セグメント売上高比0.8%)であります。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間連結会計期間中に完成した主要な設備等は次の通りであります。 

 （注）１．表示金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．生産能力に重大な影響を及ぼす設備の売却、除却等はありません。 

３．所要資金は自己資金によっております。 

  

(2）当中間連結会計期間中において、新たに確定した主要な設備計画は次の通りであります。 

 （注）表示金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容
金額
（百万
円） 

主要設
備 

完成 
年月 

本社沼津工場 
静岡県
沼津市 

電装品 電装品合理化設備 64
NC旋盤・タッピングセ
ンタ他 

平成19年9月 

本社沼津工場 
静岡県
沼津市 

電装品
発電機 
モータ 

研究用設備 27 冷熱衝撃試験機他 平成19年9月 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

投資予定金額

資金調達方
法 

着手及び完了予定年月 

完了後の
増加能力 総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

着手 完了 

本社沼津 
工場 

静岡県
沼津市 

電装品 
電子部品
合理化 
設備 

32 － 自己資金
平成19年10
月 

平成20年3月 － 

本社沼津 
工場 

静岡県
沼津市 

モータ 試験設備 52 － 自己資金
平成19年10
月 

平成19年11月 － 



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(5）【大株主の状況】 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 32,000,000 

計 32,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 14,950,000 同左
東京証券取引所

市場第二部 

完全議決権株式で
あり、権利内容に
何ら限定のない当
社における標準と
なる株式 

計 14,950,000 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 

（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日 

－ 14,950 － 747,500 － 410,950 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱日立製作所 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 2,966 19.84 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 732 4.89 

国産電機協力会社持株会 静岡県沼津市大岡3744国産電機㈱内 713 4.77 

日本生命保険(相) 
東京都千代田区丸の内１丁目６－６
日本生命証券管理部内 

596 3.98 

エスジーエスエス エスジー
ビーティールクス 
(常任代理人 香港上海銀行
東京支店) 

 SOCIETE GENERALE 29 BOULEVARD HAUSSMANN 
PARIS-FRANCE 
(東京都中央区日本橋３丁目１１番１号) 

449 3.00 

日本興亜損害保険㈱ 東京都千代田区霞が関３丁目７－３ 441 2.95 

日立金属(株) 東京都港区芝浦１丁目２－１ 285 1.90 

中央商事㈱ 東京都千代田区内神田１丁目１番１４号 250 1.67 

スズキ㈱ 静岡県浜松市南区高塚町３００ 207 1.38 

国産電機従業員持株会 静岡県沼津市大岡3744国産電機㈱内 185 1.23 

計 － 6,824 45.64 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式です。 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

 

      平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 63,000 －
権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 14,658,000 14,658 同上 

単元未満株式 普通株式 229,000 － 同上 

発行済株式総数 14,950,000 － － 

総株主の議決権 － 14,658 － 

   平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名
称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式
数(株) 

他人名義
所有株式
数(株) 

所有株式
数の合計
(株) 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割

合（％） 

国産電機株式会社 静岡県沼津市大岡3744番地 63,000 － 63,000 0.43 

計 － 63,000 － 63,000 0.43 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 369 340 355 349 328 305 

最低（円） 331 320 326 323 280 270 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間

連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、並びに、金融商品

取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸

表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、公認会計士山本豊一氏、公認

会計士市川義見氏の中間監査を受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

 

    
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の要
約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金     645 355   416 

２．関係会社預け金     112 823   459 

３．受取手形及び売掛金 ※３   5,589 5,400   5,325 

４．たな卸資産     2,144 2,107   2,166 

５．繰延税金資産     294 368   362 

６．その他     108 136   121 

７．貸倒引当金     － －   － 

流動資産合計     8,892 50.3 9,189 52.5   8,849 50.9

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産 ※２      

１．建物及び構築物   1,042 1,020 1,039  

２．機械装置及び運搬具   3,074 2,799 3,019  

３．土地 ※１ 856 845 845  

４．建設仮勘定   47 172 54  

５．その他   599 5,618 31.8 403 5,239 29.9 443 5,400 31.0

(2）無形固定資産     158 0.8 134 0.8   145 0.8

(3)投資その他の資産        

１．投資有価証券   2,754 2,635 2,737  

２．出資金   213 276 235  

３．長期貸付金   2 2 2  

４．繰延税金資産   6 9 5  

５．その他   49 34 36  

６．貸倒引当金   △4 3,020 17.1 △4 2,952 16.8 △4 3,011 17.3

固定資産合計     8,796 49.7 8,325 47.5   8,556 49.1

資産合計     17,688 100.0 17,514 100.0   17,404 100.0

         



  

  

    
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の要
約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金     5,526 5,383   5,133 

２．未払金     632 410   594 

３．未払法人税等     162 142   104 

４．賞与引当金     520 547   528 

５．その他     368 367   401 

流動負債合計     7,208 40.8 6,849 39.1   6,760 38.9

Ⅱ 固定負債        

 １．繰延税金負債     750 915   921 

２．退職給付引当金     508 294   413 

３．役員退職慰労引当金     130 124   144 

４．負ののれん     24 22   23 

固定負債合計     1,412 7.9 1,355 7.7   1,501 8.6

負債合計     8,620 48.7 8,204 46.8   8,261 47.5

（純資産の部）        

Ⅰ 株主資本        

１．資本金     748 4.2 748 4.3   748 4.3

２．資本剰余金     411 2.3 411 2.3   411 2.4

３．利益剰余金     6,270 35.5 6,553 37.4   6,341 36.4

４．自己株式     △14 △0.1 △17 △0.1   △16 △0.1

株主資本合計     7,415 41.9 7,695 43.9   7,484 43.0

Ⅱ 評価・換算差額等        

 １．その他有価証券評価差
額金 

    1,545 8.7 1,472 8.4   1,534 8.8

２．為替換算調整勘定     29 0.2 57 0.4   42 0.2

評価・換算差額等合計     1,574 8.9 1,529 8.8   1,576 9.0

 Ⅲ 少数株主持分     79 0.5 86 0.5   84 0.5

純資産合計     9,068 51.3 9,310 53.2   9,144 52.5

負債純資産合計     17,688 100.0 17,514 100.0   17,404 100.0



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日）

前連結会計年度の要
約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     12,288 100.0 11,954 100.0   23,245 100.0

Ⅱ 売上原価     10,689 87.0 10,306 86.2   20,425 87.9

売上総利益     1,599 13.0 1,648 13.8   2,820 12.1

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

※１   1,252 10.2 1,281 10.7   2,426 10.4

営業利益     347 2.8 367 3.1   394 1.7

Ⅳ 営業外収益          

１．受取利息   0   1 1  

２．受取配当金   22   24 51  

３．負ののれん償却額   2   2 3  

４．持分法による投資
利益 

  12   26 21  

５．雑収入   8 44 0.4 8 61 0.5 15 92 0.4

Ⅴ 営業外費用          

１．支払利息   1   1 2  

２．債権譲渡手数料   4   6 9  

３．雑支出   2 7 0.1 1 8 0.1 2 13 0.1

経常利益     384 3.1 420 3.5   473 2.0

Ⅵ 特別利益          

１．固定資産売却益   － － － － － － 527 527 2.3

Ⅵ 特別損失          

１．固定資産除却損 ※２ 11   13 210  

２．たな卸資産評価損   － 11 0.1 － 13 0.1 189 399 1.7

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    373 3.0 407 3.4   600 2.6

法人税、住民税 
及び事業税 

  162   119 158  

法人税等調整額   △1 161 1.3 25 144 1.2 110 268 1.2

少数株主利益     6 0.0 6 0.1   12 0.0

中間(当期)純利益     206 1.7 257 2.1   321 1.4

           



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

 

    株主資本   

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高 (百万円) 748 411 6,133 △12 7,280

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当 (注) ― ― △45 ― △45

役員賞与 (注) ― ― △24 ― △24

中間純利益 ― ― 206 ― 206

自己株式の取得 ― ― ― △2 △2

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) 

― ― ― ― ― 

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) 

― ― 137 △2 135

平成18年９月30日残高 (百万円) 748 411 6,270 △14 7,415

  

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高 (百万円) 1,670 32 1,702 75 9,057

中間連結会計期間中の変動額    

剰余金の配当 (注) ― ― ― ― △45

役員賞与 (注) ― ― ― ― △24

中間純利益 ― ― ― ― 206

自己株式の取得 ― ― ― ― △2 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) 

△125 △3 △128 4 △124

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) 

△125 △3 △128 4 11

平成18年９月30日残高(百万円) 1,545 29 1,574 79 9,068



当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

  

 

    株主資本   

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高 (百万円) 748 411 6,341 △16 7,484

中間連結会計期間中の変動額   

剰余金の配当 ― ― △45 ― △45

中間純利益 ― ― 257 ― 257

自己株式の取得 ― ― ― △1 △1

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) 

― ― ― ― ― 

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) 

― ― 212 △1 211

平成19年９月30日残高 (百万円) 748 411 6,553 △17 7,695

  

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 1,534 42 1,576 84 9,144

中間連結会計期間中の変動額     

剰余金の配当 ― ― ― ― △45

中間純利益 ― ― ― ― 257

自己株式の取得 ― ― ― ― △1 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額(純額) 

△62 15 △47 2 △45

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円) 

△62 15 △47 2 166

平成19年９月30日残高 (百万円) 1,472 57 1,529 86 9,310



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

    株主資本   

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 748 411 6,134 △12 7,280

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注） ― ― △45 ― △45

剰余金の配当 ― ― △45 ― △45

役員賞与（注） ― ― △24 ― △24

当期純利益 ― ― 321 ― 321

自己株式の取得 ― ― ― △4 △4

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

― ― ― ― ― 

連結会計年度中の変動額合計(百
万円) 

― ― 207 △4 204

平成19年３月31日残高(百万円) 748 411 6,341 △16 7,484

  

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 1,670 32 1,702 75 9,056

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注） ― ― ― ― △45

剰余金の配当 ― ― ― ― △45

役員賞与（注） ― ― ― ― △24

当期純利益 ― ― ― ― 321

自己株式の取得 ― ― ― ― △4

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△136 10 △126 10 △117

連結会計年度中の変動額合計(百
万円) 

△136 10 △126 10 87

平成19年３月31日残高(百万円) 1,534 42 1,576 84 9,144



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

    

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要
約連結キャッシュ・
フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

１．営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 

税金等調整前中間(当期)
純利益 

 373 407 600 

減価償却費  508 579 1,105 

負ののれん償却額  △2 △2 △3 

賞与引当金の増減額
(減少：△) 

 50 19 58 

退職給付引当金の増減額
(減少：△) 

 △98 △119 △193 

役員退職慰労引当金の増
減額(減少：△) 

 21 △20 35 

貸倒引当金の増減額
(減少：△) 

 0 △0 △0 

受取利息及び配当金  △22 △25 △52 

支払利息  1 1 2 

持分法による投資損益
(益：△) 

 △12 △26 △21 

投資有価証券売却益 
(増加：△) 

 0 △1 △0 

有形固定資産売却益  － － △527 

有形固定資産除却損  11 13 210 

売上債権の増減額
(増加：△) 

 △439 △75 △176 

たな卸資産の増減額
(増加：△) 

 △133 59 △344 

たな卸資産の評価減  － － 189 

その他流動資産の増減額
(増加：△) 

 △11 △15 △23 

仕入債務の増減額
(減少：△) 

 492 250 99 

その他流動負債の増減額
(減少：△) 

 109 △47 167 

役員賞与の支払額  △24 － △24 

少数株主に負担させた役
員賞与の支払額 

 △1 － △1 

小計  823 998 1,101 

利息及び配当金の受取額  22 25 52 

利息の支払額  △1 △1 △2 

法人税等の支払額  △72 △91 △115 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 772 931 1,035 



  
  

  次へ 

    

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の要
約連結キャッシュ・
フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

２．投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 

投資有価証券の取得による
支出 

 △0 △0 △1 

投資有価証券の売却による 
収入 

 0 1 0 

子会社株式取得による支出  △0 △0 △0 

有形固定資産の売却による
収入 

 － 0 539 

有形固定資産の取得による
支出 

 △500 △557 △1,133 

有形固定資産の除却による
支出 

 － △7 － 

無形固定資産の取得による
支出 

 △25 △17 △38 

その他投資の取得による支
出 

 △3 △3 6 

敷金の解約による収入  － 3 1 

敷金の払込による支出  △0 △1 △0 

貸付金による支出  △0 － △0 

長期貸付金の回収による収
入 

 0 0 0 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

 △528 △581 △626 

３．財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 

短期借入金の返済による
支出 

 △287 － △287 

自己株式の取得による支
出 

 △2 △2 △4 

親会社による配当金の支
払額 

 △44 △42 △90 

少数株主への配当金の支
払額 

 △1 △3 △1 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

 △334 △47 △381 

４．現金及び現金同等物の増減
額（減少：△） 

 △90 303 28 

５．現金及び現金同等物の期首
残高 

 847 875 847 

６．現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

※ 757 1,178 875 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  連結子会社は次の３社でありま

す。 

国産電機部品（株） 

エート電機（株） 

国産テック（株）（原工業

（株）から社名変更） 

 なお、非連結子会社はありませ

ん。 

 国産電機部品（株）は平成18年

10月3日に清算結了致しました。 

連結子会社は次の２社でありま

す。 

国産テック（株） 

エート電機（株） 

 なお、非連結子会社はありませ

ん。 

  

 連結子会社は次の２社でありま

す。 

国産テック（株）（原工業

（株）から社名変更） 

エート電機（株） 

なお、非連結子会社はありませ

ん。 

 国産電機部品（株）は平成18年

10月3日に清算結了致しました。 

  

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法適用の関連会社は廊坊科

森電器有限公司の１社でありま

す。 

持分法適用していない関連会社

INDIA NIPPON ELECTRICALS 

LIMITEDは当社の同社株式への持

ち株比率が20.5％となっておりま

すが、同社の財務及び営業の方針

に対して重要な影響力を有してお

りませんので関連会社に該当致し

ません。 

同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日と中間

連結決算日は一致しております。 

同左  連結子会社の決算日と連結決算

日は一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

(イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

(イ）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

  ①有価証券 ①有価証券 ①有価証券 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定している） 

同左 連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ている） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  ②たな卸資産 ②たな卸資産 ②たな卸資産 

  製品 同左 同左 

  移動平均法による原価法     

  仕掛品及び原材料     

  移動平均法による低価法     

  貯蔵品     

  終仕入原価法による原価

法 

    



  
 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (ロ）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

(ロ）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

(ロ）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

  ①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産 

   定率法 同左 定率法 

   但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物  7～47年 

機械装置及び運搬具 

2～11年 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 但し、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法を採

用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物  7～47年 

機械装置及び運搬具 

2～11年 

    (会計方針の変更)   

    当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当中間

連結会計期間より、平成19年4月

1日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更し

ております。これにより、営業

利益、経常利益及び税金等調整

前中間純利益がそれぞれ10百万

円減少しております。 

  

  

    (追加情報)   

    当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、平成19

年3月31日以前に取得した有形固

定資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法

の適用により、取得価額の5%に

到達した連結会計年度の翌連結

会計年度より、取得価額の5%相

当額と備忘価額との差額を5年間

にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。 

これにより、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利

益がそれぞれ22百万円減少して

おります。 

  

  ②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

   定額法 同左 同左 

   自社利用のソフトウエアにつ

いては社内における利用可能期

間(５年)に基づいております。 

    

  (ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ）重要な引当金の計上基準 (ハ）重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 ①貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 同左 

  ②賞与引当金 ②賞与引当金 ②賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備え、

支給見込額を計上しておりま

す。 

同左 同左 



 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ③退職給付引当金 ③退職給付引当金 ③退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(14年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

 また、過去勤務債務の費用に

ついても従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（14年）

で費用処理（減額）していま

す。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(14年)による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

また、過去勤務債務の費用に

ついても従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（14年）

で費用処理（減額）していま

す。 

  ④役員退職慰労引当金 ④役員退職慰労引当金 ④役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支払に備

え、親会社及び子会社はそれぞ

れの役員退職慰労金規則に基づ

く当中間期末要支給額を計上し

ております。 

同左  役員の退職金の支払に備え、

親会社及び子会社はそれぞれの

役員退職慰労金規則に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

  (ニ）重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基準 

(ニ）重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基準 

(ニ）重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。当

中間連結会計期間において外貨

建金銭債権債務はありません。

なお、在外子会社等の資産及び

負債は、中間連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調

整勘定に含めております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。当連結

会計年度において外貨建金銭債

権債務はありません。なお、在

外子会社等の資産及び負債は、

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて

おります。 

        

  (ホ）重要なリース取引の処理方

法 

(ホ）重要なリース取引の処理方

法 

(ホ)重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 



  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (ヘ）ヘッジ会計の方法 (ヘ）ヘッジ会計の方法 (ヘ)ヘッジ会計の方法 

   該当ありません。 同左 同左 

  (ト）その他中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要な

事項 

(ト）その他中間連結財務諸表作

成のための基本となる重要な

事項 

(ト）その他連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

  

  消費税等の処理方法 消費税等の処理方法 消費税等の処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第5号 平成17年12月9日)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第8号 平成17年12月9日）を適用し

ております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は8,989百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部については、

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

  

  

  

  

  

  

──────────── 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第5号 平成17年12月9日)及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第8号 平成17年12月9日）を適用しており

ます。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は9,059百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借

対照表の純資産の部については、連結財務

諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財務

諸表規則により作成しております。 

（役員賞与に関する会計基準）   （役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第4号平成

17年11月29日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。 

   当連結会計年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第4号平成17年

11月29日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響は軽微であります。 



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表）    

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として掲記され

ていたものは、当中間連結会計期間から「負ののれん」と表示して

おります。 

──────────── 

（中間連結損益計算書）    

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」として掲

記されていたものは、当中間連結会計期間から「負ののれん償却

額」と表示しております。 

  

────────────  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書）    

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」として掲

記されていたものは、当中間連結会計期間から「負ののれん償却

額」と表示しております。 

──────────── 

 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

 

前中間連結会計期間末 
(平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年9月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年3月31日) 

※１．土地の内、78百万円は工場財

団抵当に供しております。 

※１．土地の内、78百万円は工場財

団抵当に供しております。 

※１．土地の内、78百万円は工場財

団抵当に供しております。 

※２．有形固定資産の減価償却累計

額 

※２．有形固定資産の減価償却累計

額 

※２．有形固定資産の減価償却累計

額 

12,581百万円 9,871百万円 9,409百万円 

※３．中間連結会計期間末日満期手

形 

※３．中間連結会計期間末日満期手

形 

※３．連結会計年度末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、当中

間連結会計期間の末日が金融機

関の休日でしたが、満期日に決

済が行われたものとして処理し

ております。当中間連結会計期

間末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。 

 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、当中

間連結会計期間の末日が金融機

関の休日でしたが、満期日に決

済が行われたものとして処理し

ております。当中間連結会計期

間末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。 

 連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、当連結会

計年度の末日が金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しておりま

す。当連結会計年度期末日満期

手形の金額は、次のとおりであ

ります。 
  

受取手形 122百万円
 

受取手形 109百万円 受取手形 108百万円



（中間連結損益計算書関係） 

  

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加4千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通り

であります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通り

であります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次の通り

であります。 
  

給与賞与 238百万円

運送保管料 216 

賞与引当金繰
入額 

99 

退職給付引当
金繰入額 

27 

役員退職慰労
引当金繰入額 

21 

  
給与賞与 279百万円

運送保管料 231 

賞与引当金繰
入額 

105 

退職給付引当
金繰入額 

29 

役員退職慰労
引当金繰入額 

20 

給与賞与 577百万円

運送保管料 459 

賞与引当金繰
入額 

96 

退職給付引当
金繰入額 

61 

役員退職慰労
引当金繰入額 

35 

※２．固定資産除却損の内容は次の

通りであります。 

※２．固定資産除却損の内容は次の

通りであります。 

※２．固定資産除却損の内容は次の

通りであります。 
  

建物及び 
構築物 

3百万円

機械装置及び
運搬具 

2 

工具器具及び
備品他 

6 

計 11 

  
建物及び 
構築物 

8百万円

機械装置及び
運搬具 

3 

工具器具及び
備品他 

2 

計 13 

建物及び 
構築物 

4百万円

機械装置及び
運搬具 

42 

工具器具及び
備品他 

164 

計 210 

  
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式  

普通株式 14,950 － － 14,950

合計 14,950 － － 14,950

自己株式  

普通株式（注） 49 4 － 53

合計 49 4 － 53



２．配当金に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加 4千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当金に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの 

  

 

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月22日 
定時株主総会 

普通株式 45 3.00 平成18年3月31日 平成18年6月22日 

決議 株式の種類 配当金の原資 
配当金の
総額 
（百万円）

１株当たり
配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年10月25日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 45 3.00 平成18年9月30日 平成18年12月8日

  
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式  

普通株式 14,950 － － 14,950

合計 14,950 － － 14,950

自己株式  

普通株式（注） 59 4 － 63

合計 59 4 － 63

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年4月25日 
取締役会 

普通株式 45 3.00 平成19年3月31日 平成19年6月25日 

決議 株式の種類 配当金の原資 
配当金の
総額 
（百万円）

１株当たり
配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年10月25日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 45 3.00 平成19年9月30日 平成19年12月10日



前連結会計年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加 10千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当金に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式  

普通株式 14,950 － － 14,950

合計 14,950 － － 14,950

自己株式  

普通株式（注） 49 10 － 59

合計 49 10 － 59

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月22日 
定時株主総会 

普通株式 45 3.00 平成18年3月31日 平成18年6月22日 

平成18年10月25日 
取締役会 

普通株式 45 3.00 平成18年9月30日 平成18年12月８日 

決議 株式の種類 配当金の原資 
配当金の
総額 
（百万円）

１株当たり
配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年4月25日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 45 3.00 平成19年3月31日 平成19年6月25日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在） 
  

現金及び預金勘
定 

645百万円

関係会社預け金 112 

現金及び現金同
等物 

757 

  
現金及び預金勘
定 

355百万円

関係会社預け金 823 

現金及び現金同
等物 

1,178 

現金及び預金勘
定 

416百万円

関係会社預け金 459 

現金及び現金同
等物 

875 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

182 118 64

その他 591 243 348

合計 773 361 412

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

113 76 37

その他 615 291 324

合計 728 367 361

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

170 123 47 

その他 617 284 333 

合計 787 407 380 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

② 未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

  未経過リース料期末残高相当額 

  
１年以内 167百万円

１年超 248 

合計 415 

 
１年以内 152百万円

１年超 210 

合計 362 

１年以内 161百万円

１年超 222 

合計 383 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額及び減損損失 
  

支払リース料 106百万円

減価償却費相当額 104 

支払利息相当額 2 

 
支払リース料 90百万円

減価償却費相当額 89 

支払利息相当額 1 

支払リース料 201百万円

減価償却費相当額 197 

支払利息相当額 3 

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

同左 同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 ⑤ 利息相当額の算定方法 ⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

同左 同左 

(減損損失について) (減損損失について) (減損損失について) 

リース資産に配分された減損損

失はありません。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 

区分 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 185 2,748 2,563 

(2)債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 185 2,748 2,563 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 6 

区分 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 185 2,629 2,444 

(2)債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 185 2,629 2,444 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式 6 



前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間(自平成18年4月1日 至平成18年9月30日)、当中間連結会計期間(自平成19年4月1日 至平成19年9月30

日)及び前連結会計年度(自平成18年4月1日 至平成19年3月31日) 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

  

  

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1)株式 185 2,730 2,545 

(2)債券 

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 185 2,730 2,545 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 6 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分は製品の種類、性質を考慮し区分しております。 

２．各事業の主要な製品 

(1)電装品…車輌用、農汎用、船外機用等のマグネト・ＡＣジェネレータ等 

(2)発電機…可搬用、農汎用等各種発電機 

(3)モータ…車輌用、産業機器用、農業機械用等の各種精密小型モータ 
 

  
電装品 

（百万円） 
発電機

（百万円） 
モータ

（百万円） 
合計

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 7,191 1,899 3,198 12,288   12,288

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － （－） －

計 7,191 1,899 3,198 12,288   12,288

営  業  費  用 6,704 1,858 3,164 11,726 215 11,941

営  業  利  益 487 41 34 562 (215) 347

  
電装品 

（百万円） 
発電機

（百万円） 
モータ

（百万円） 
合計

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 7,035 792 4,127 11,954   11,954

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － （－） －

計 7,035 792 4,127 11,954   11,954

営  業  費  用 6,588 757 4,025 11,370 217 11,587

営  業  利  益 447 35 102 584 (217) 367

  
電装品 

（百万円） 
発電機

（百万円） 
モータ

（百万円） 
合計

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売上高    

(1)外部顧客に対する売上高 13,868 2,568 6,809 23,245   23,245

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

－ － － － （－） －

計 13,868 2,568 6,809 23,245   23,245

営  業  費  用 13,167 2,607 6,666 22,440 411 22,851

営  業  利  益 701 △39 143 805 (411) 394



３．「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下の通りです。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及

び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域は次の通りであります。 

(1）欧州……イタリア、スペイン、オーストリア、イギリス、ドイツ、チェコ、スイス 

(2）北米……米国 

(3）アジア…中国、韓国、インド、タイ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 

    
前中間連結
会計期間 
（百万円） 

当中間連結
会計期間 
（百万円） 

前連結会計
年度 
（百万円） 

主な内容 

  
消去又は全社の項
目に含めた配賦不
能営業費用の金額 

215 217 411
提出会社の総務・経理部門等、
一般管理部門に係る費用 

  欧州 北米 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 640 1,928 80 2,648 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 12,288 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売
上高の割合（％） 

5.2 15.7 0.7 21.6 

  欧州 北米 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 807 935 131 1,873 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 11,954 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売
上高の割合（％） 

6.8 7.8 1.1 15.7 

  欧州 北米 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,301 2,486 150 3,937 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 23,245 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売
上高の割合（％） 

5.6 10.7 0.6 16.9 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 603.45円

１株当たり中間純利益
金額 

13.81円

  
１株当たり純資産額 619.63円

１株当たり中間純利益
金額 

17.26円

１株当たり純資産額 608.38円

１株当たり当期純利益 
金額 

21.52円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 206 257 321 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

 （うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (－) 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円） 

206 257 321 

普通株式の期中平均株式数（千株） 14,898 14,889 14,896 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

 

    
前中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約
貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   451 185 250  

２．関係会社預け金   112 823 459  

３．受取手形 ※４ 478 495 520  

４．売掛金   5,098 4,905 4,795  

５．たな卸資産   2,004 2,087 2,043  

６．その他   467 474 536  

流動資産合計     8,610 49.9 8,969 52.5   8,603 50.8

Ⅱ 固定資産        

(1) 有形固定資産 ※１      

１．建物   937 907 931  

２．機械装置   3,029 2,763 2,982  

３．その他 ※２ 1,497 1,426 1,341  

有形固定資産合計   5,463 31.7 5,096 29.9 5,254   30.9

(2) 無形固定資産   158 0.9 133 0.8 144   0.8

(3) 投資その他の資産        

１．投資有価証券   2,754 2,635 2,736  

２．その他   274 241 243  

３．貸倒引当金   △4 △4 △4  

投資その他の資産合
計 

  3,024 17.5 2,872 16.8 2,975   17.5

固定資産合計     8,645 50.1 8,101 47.5   8,373 49.2

資産合計     17,255 100.0 17,070 100.0   16,976 100.0

         



  

 

    
前中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約
貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   232 229 202  

２．買掛金   5,453 5,282 5,111  

３．未払金   600 385 568  

４．未払法人税等   129 134 70  

５．賞与引当金   445 482 450  

６．その他 ※３ 283 298 291  

流動負債合計     7,142 41.3 6,810 39.9   6,692 39.4

Ⅱ 固定負債        

１．退職給付引当金   508 293 413  

２．役員退職慰労引当金   115 119 132  

３．その他   749 916 921  

固定負債合計     1,372 8.0 1,328 7.8   1,466 8.6

負債合計     8,514 49.3 8,138 47.7   8,158 48.1



  

  

    
前中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約
貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本        

１．資本金     748 4.3 748 4.4   748 4.4

２．資本剰余金        

(1) 資本準備金   411 411 411  

 資本剰余金合計     411 2.4 411 2.4   411 2.4

３．利益剰余金        

(1) 利益準備金   187 187 187  

(2) その他利益剰余金        

    固定資産圧縮積立
金 

  102 287 314  

   別途積立金   4,670 4,670 4,670  

   繰越利益剰余金   1,092 1,175 971  

利益剰余金合計     6,051 35.1 6,319 37.0   6,142 36.2

４．自己株式     △14 △0.1 △17 △0.1   △16 △0.1

 株主資本合計     7,196 41.7 7,460 43.7   7,284 42.9

Ⅱ 評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価
差額金 

    1,545 9.0 1,472 8.6   1,534 9.0

評価・換算差額等合計     1,545 9.0 1,472 8.6   1,534 9.0

  純資産合計     8,741 50.7 8,932 52.3   8,818 51.9

 負債純資産合計     17,255 100.0 17,070 100.0   16,976 100.0

         



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の要約損益計算書
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     12,271 100.0 11,952 100.0   23,213 100.0

Ⅱ 売上原価     10,748 87.6 10,372 86.8   20,542 88.5

売上総利益     1,523 12.4 1,580 13.2   2,672 11.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費     1,216 9.9 1,247 10.4   2,350 10.1

営業利益     307 2.5 333 2.8   322 1.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   56 0.5 40 0.4   92 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   7 0.1 8 0.1   13 0.1

経常利益     356 2.9 365 3.1   401 1.7

Ⅵ 特別利益 ※３   － － － －   570 2.5

Ⅶ 特別損失 ※４   11 0.1 13 0.1   399 1.7

税引前中間(当期)純利益     345 2.8 352 3.0   572 2.5

法人税、住民税及び事業
税 

  128   112 109  

法人税等調整額   16 144 1.2 18 130 1.1 128 236 1.1

中間(当期)純利益     201 1.6 222 1.9   336 1.4

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主資
本合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金
利益
剰余金 
合計 

固定資
産圧縮
積立金 

別途
積立金 

繰越利
益剰余
金 

平成18年３月31日残高
(百万円) 

748 411 411 187 113 4,670 945 5,915 △12 7,061

中間会計期間中の変動
額 

         

剰余金の配当（注） － － － － － － △45 △45 － △45

役員賞与（注） － － － － － － △20 △20 － △20

中間純利益 － － － － － － 201 201 － 201

自己株式の取得 － － － － － － － － △2 △2

固定資産圧縮積立金の
変動額（注） 

－ － － － △12 － 12 － － －

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額） 

－ － － － － － － － － －

中間会計期間中の変動
額合計(百万円) 

－ － － － △12 － 148 136 △2 135

平成18年９月30日残高
(百万円) 

748 411 411 187 102 4,670 1,092 6,051 △14 7,196

  

評価・換算差額等 

純資産
合計 

その他有価
証券評価 
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高
(百万円) 

1,669 1,669 8,731

中間会計期間中の変動
額 

 

剰余金の配当（注） － － △45

役員賞与（注） － － △20

中間純利益 － － 201

自己株式の取得 － － △2

固定資産圧縮積立金の
変動額（注） 

－ － －

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額） 

△125 △125 △125

中間会計期間中の変動
額合計(百万円) 

△125 △125 10

平成18年９月30日残高
(百万円) 

1,545 1,545 8,741



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主資
本合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金
利益
剰余金 
合計 

固定資
産圧縮
積立金 

別途
積立金 

繰越利
益剰余
金 

平成19年３月31日残高
(百万円) 

748 411 411 187 314 4,670 971 6,142 △16 7,284

中間会計期間中の変動
額 

         

剰余金の配当 － － － － － － △45 △45 － △45

中間純利益 － － － － － － 222 222 － 222

自己株式の取得 － － － － － － － － △1 △1

固定資産圧縮積立金の
変動額 

－ － － － △27 － 27 － － －

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額） 

－ － － － － － － － － －

中間会計期間中の変動
額合計(百万円) 

－ － － － △27 － 204 177 △1 176

平成19年９月30日残高
(百万円) 

748 411 411 187 287 4,670 1,175 6,319 △17 7,460

  

評価・換算差額等 

純資産
合計 

その他有価
証券評価 
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高
(百万円) 

1,534 1,534 8,818

中間会計期間中の変動
額 

 

剰余金の配当 － － △45

中間純利益 － － 222

自己株式の取得 － － △1

固定資産圧縮積立金の
変動額 

－ － －

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額） 

△62 △62 △62

中間会計期間中の変動
額合計(百万円) 

△62 △62 114

平成19年９月30日残高
(百万円) 

1,472 1,472 8,932



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  次へ 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主資
本合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金
利益
剰余金 
合計 

固定資
産圧縮
積立金 

別途
積立金 

繰越利
益剰余
金 

平成18年３月31日残高
(百万円) 

748 411 411 187 114 4,670 945 5,915 △12 7,061

事業年度中の変動額          

剰余金の配当（注） － － － － － － △45 △45 － △45

剰余金の配当 － － － － － － △45 △45 － △45

役員賞与（注） － － － － － － △20 △20 － △20

当期純利益 － － － － － － 336 336 － 336

自己株式の取得 － － － － － － － － △4 △4

固定資産圧縮積立金の
変動額（注） 

－ － － － △12 － 12 － － －

固定資産圧縮積立金の
変動額 

－ － － － 212 － △212 － － －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額） 

－ － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合
計(百万円) 

－ － － － 200 － 26 226 △4 223

平成19年３月31日残高
(百万円) 

748 411 411 187 314 4,670 971 6,142 △16 7,284

  

評価・換算差額等 

純資産
合計 

その他有価
証券評価 
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高
(百万円) 

1,670 1,670 8,731

事業年度中の変動額  

剰余金の配当（注） － － △45

剰余金の配当 － － △45

役員賞与（注） － － △20

当期純利益 － － 336

自己株式の取得 － － △4

固定資産圧縮積立金の
変動額（注） 

－ － －

固定資産圧縮積立金の
変動額 

 

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額） 

△136 △136 △136

事業年度中の変動額合
計(百万円) 

△136 △136 87

平成19年３月31日残高
(百万円) 

1,534 1,534 8,818



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

（１）有価証券 （１）有価証券 （１）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

   期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  （２）たな卸資産 （２）たな卸資産 （２）たな卸資産 

  製品 同左 同左 

  移動平均法による原価法     

  仕掛品及び原材料     

  移動平均法による低価法     

  貯蔵品     

  終仕入原価法による原価法     

２．固定資産の減価償却の方

法 

  

  

  

  

  

  

  

  

（１）有形固定資産 （１）有形固定資産 （１）有形固定資産 

 定率法 

 但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除

く)については定額法を採用して

おります。 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物及び構築物 ７～47年 

機械装置及び運搬具 2～11年 

同左 同左 

    (会計方針の変更)   

  

  

  

  

  

  

  

  法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、平成19年4月1

日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に変更し

ております。これにより、営業

利益、経常利益及び税引前中間

純利益がそれぞれ10百万円減少

しております。 

  

    (追加情報)   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  法人税法の改正に伴い、平成

19年3月31日以前に取得した有

形固定資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により、取得価額の

5%に到達した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の5%相当額

と備忘価額との差額を5年間に

わたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。こ

れにより、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益がそれぞ

れ21百万円減少しております。 

  



 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  （２）無形固定資産 （２）無形固定資産 （２）無形固定資産 

   定額法 

 自社利用のソフトウエアについ

ては社内における利用可能期間

(５年)に基づいております。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 （１）貸倒引当金 （１）貸倒引当金 （１）貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 同左 

  （２）賞与引当金 （２）賞与引当金 （２）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備え、支

給見込額を計上しております。 

同左 同左 

  （３）退職給付引当金 （３）退職給付引当金 （３）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(14年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしており

ます。 

 また、過去勤務債務の費用につ

いても従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（14年）で費用

処理（減額）しています。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(14年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしており

ます。 

また、過去勤務債務の費用につ

いても従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（14年）で費用

処理（減額）しています。 

  （４）役員退職慰労引当金 （４）役員退職慰労引当金 （４）役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支払に備え

て、役員退職慰労金規則に基づく

当中間期末要支給額を計上してお

ります。 

同左  役員の退職金の支払に備え、役

員退職慰労金規則に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。当中間期は、外

貨建金銭債権債務はありません。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。当事業年度は、外貨

建金銭債権債務はありません。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法  該当ありません。 同左 同左 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

７．その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための重

要な事項 

消費税等の処理方法 消費税等の処理方法 消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

同左 同左 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」(企業会

計基準第5号 平成17年12月9日)及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第8号 平成17年12月9日）を適用しており

ます。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は8,741百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

───────────  当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」(企業会計基

準第5号 平成17年12月9日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 

平成17年12月9日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

8,818百万円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。 

（役員賞与に関する会計基準）   （役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第4号平成17年

11月29日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

───────────  当事業年度より、「役員賞与に関する会

計基準」（企業会計基準第4号平成17年11月

29日）を適用しております。これによる損

益に与える影響はありません。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末

（平成19年９月30日） 
前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 

12,231百万円 9,624百万円 9,156百万円 

※２．担保差入資産 ※２．担保差入資産 ※２．担保差入資産 

  

  

土地(工場財団) 2百万円

  

  

土地(工場財団) 2百万円

  

  

土地(工場財団) 2百万円

※３．消費税等の取扱い ※３．消費税等の取扱い   

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が乏

しいため、流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

同左 ─────────── 

※４．中間期末日満期手形 ※４．中間期末日満期手形 ※４．期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理に

ついては、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処理して

おります。当中間期末日満期手形の

金額は、次のとおりであります。 

 中間期末日満期手形の会計処理に

ついては、当中間会計期間の末日は

金融機関の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして処理して

おります。当中間期末日満期手形の

金額は、次のとおりであります。 

  期末日満期手形の会計処理について

は、当事業年度の末日は金融機関の休日

でしたが、満期日に決済が行われたもの

として処理しております。期末日満期手

形の金額は次のとおりであります。 

  

  

受取手形 122百万円

  

  

受取手形 109百万円

受取手形 108百万円

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※１．営業外収益の内訳 ※１．営業外収益の内訳 ※１．営業外収益の内訳 
  

受取利息 0百万円

受取配当金 48 

その他 8 

合計 56 

 
受取利息 1百万円

受取配当金 31 

その他 8 

合計 40 

受取利息 1百万円

受取配当金 77 

その他 14 

合計 92 

※２．営業外費用の内訳 ※２．営業外費用の内訳 ※２．営業外費用の内訳 
  

支払利息 1百万円

その他 6 

合計 7 

 
支払利息 1百万円

その他 7 

合計 8 

支払利息 2百万円

その他 11 

合計 13 

─────────── ─────────── ※３．特別利益の内訳 
  

固定資産処分益 527百万円

※４．特別損失の内訳 ※４．特別損失の内訳 ※４．特別損失の内訳 

   固定資産処分損    固定資産処分損    固定資産処分損 
  

建物除却損 3百万円

機械装置除却損 2 

工具器具備品他

除却損 
6 

合計 11 

 
構築物除却損 8百万円

機械装置除却損 3 

工具器具備品他

除却損 
2 

合計 13 

建物除却損 4百万円

機械装置除却損 41 

工具器具備品除

却損 
164 

計 209 

５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 ５．減価償却実施額 
  

有形固定資産 474百万円

無形固定資産 29百万円

 
有形固定資産 543百万円

無形固定資産 31百万円

有形固定資産 1,035百万円

無形固定資産 60百万円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加４千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加４千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加１０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

  

  次へ 

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 49 4 － 53

合計 49 4 － 53

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 59 4 － 63

合計 59 4 － 63

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数
（千株） 

普通株式（注） 49 10 － 59

合計 49 10 － 59



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

中間期末
残高相当
額 
（百万円）

機械装
置 

159 115 44

その他 614 246 368

合計 773 361 412

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

中間期末
残高相当
額 
（百万円）

機械装
置 

90 67 23

その他 638 300 338

合計 728 367 361

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装
置 

147 116 31 

その他 640 291 349 

合計 787 407 380 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等 

２．未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

未経過リース料期末残高相当額

等 
  

  １年以内 167百万円 

  １年超 248 

  合計 415 

  １年以内 152百万円 

  １年超 210 

  合計 362 

  １年以内 161百万円 

  １年超 222 

  合計 383 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び支払利息相当額及び減損損失 
  

  支払リース料 106百万円 

  減価償却費相当額 104 

  支払利息相当額 2 

  支払リース料 90百万円 

  減価償却費相当額 89 

  支払利息相当額 1 

  支払リース料 201百万円 

  減価償却費相当額 197 

  支払利息相当額 3 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 同左 

(減損損失について) (減損損失について) (減損損失について) 

リース資産に配分された減損損

失はありません。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  



(2）【その他】 

① 決算日後の状況 

 記載すべき該当事項はありません。 

  

② 訴訟 

 訴訟等該当事項はありません。 

  

③ 中間配当 

平成19年10月25日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次の通り決議いたしました。 

     (注) 平成19年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

  

(イ)中間配当による配当金の総額 45百万円  

(ロ)１株当たり金額 3円00銭  

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払い開

始日 

平成19年12月10日  



第６【提出会社の参考情報】 
  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第109期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月22日東海財務局長に提出 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

該当事項はありません。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月22日   

国産電機株式会社       

  取締役会 御中     

          

      公認会計士山本豊一会計事務所 

      公認会計士 山本 豊一  印 

          

      市川公認会計士事務所 

      公認会計士 市川 義見  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている国産電

機株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、国産電機株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と私たちの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  
（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月21日   

国産電機株式会社       

  取締役会 御中     

          

      公認会計士山本豊一会計事務所 

      公認会計士 山本 豊一  印 

          

      市川公認会計士事務所 

      公認会計士 市川 義見  印 

 私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる国産電機株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、国産電機株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と私たちの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  
（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月22日   

国産電機株式会社       

  取締役会 御中     

          

      公認会計士山本豊一会計事務所 

      公認会計士 山本 豊一  印 

          

      市川公認会計士事務所 

      公認会計士 市川 義見  印 

 私たちは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている国産電

機株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第109期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、国産電機株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と私たちの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  
（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月21日   

国産電機株式会社       

  取締役会 御中     

          

      公認会計士山本豊一会計事務所 

      公認会計士 山本 豊一  印 

          

      市川公認会計士事務所 

      公認会計士 市川 義見  印 

 私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる国産電機株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第110期事業年度の中間会計期間（平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株

主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、国産電機株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と私たちの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  
（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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